第9章  フィリピン

2001年のフィリピン経済は、海外情勢に大きく影響を受けた。例えば、情報技術（IT）とその関連産業における世界的な景気後退のために、2001年第1～3四半期には、フィリピンの輸出は大きく落ち込んでいる。名目GDPにおける財・サービスの輸出のシェアは、2000年の56％から2001年第1～3四半期には、51％に下落した（表9.1）。しかし、1985年をベースとした実質値では、その落ち込みはずっと小さくなる。これは名目ベースでのシェアの落ち込みの大部分が、輸出の量の変化ではなく、価格変動の結果として生じたことを意味する。同時に、名目輸出額の大幅な下落は、フィリピンが1999～2000年で経験した巨額の経常収支黒字を大きく減少させた（表9.2）。IT 関連の製品に使われる部品が大部分を占める品目、その他電気機器は1999～2000年のフィリピンからの輸出総額の過半数を占めている。それに、すべての機械のシェアが1999～2000年での76～78％から、2001年第1～3四半期での71％まで大きく落ち込んだ。これは、恐らく主としてその他電気機器の品目における下落によって起こったことだろう（表9.3）。緩慢な IT 需要と9月に起きた米国に対するテロ攻撃に関連する余波のために、2001年9～12月にはそれ以上の落ち込みが予想される。
2001年1月のエストラダ前大統領からアロヨ新大統領への大統領職交代から始まった政治問題は、年を通じて顕著であった。エストラダ氏からアロヨ大統領への大統領職の引継ぎ方法と、前大統領に対する刑事訴追をめぐる論争があった年初めの後には、政治情勢は安定したように思われる。しかし、アブ・サヤフがマレーシアの島から観光客数人を誘拐する事件など、フィリピン南部の幾つかの反政府グループは、政府に対して強暴な抵抗を続けている。さらに、フィリピン南部のある反政府グループがテロ集団、アルカイダと繋がりを持つと言われている。そしてこの問題に対して、米軍がフィリピン軍の訓練に協力する計画がある。しかし、現在のところ、これらの出来事が経済に及ぼす影響はかなり小さいと思われる。

この報告で取り上げた他の国々と違い、フィリピンは、この20年間に経済の停滞を幾度か経験した。経済成長も、日本を除く他国と比べてかなり遅いペースである。表9.1で見られるように、経済成長率は7％を超えることはなく、1983～85年、1991～92年、98年には、2％にも達しなかった。これまでの停滞には、幾つかの共通した要因がある。第一の要因として、国際収支と外貨準備をうまくコントロールできなかったことが挙げられる。このことは、低成長期における通貨ペソの大幅な減価からも明らかである。ペソの対米ドル・レートは、9ペソから20ペソ（82～86年）、22ペソから27ペソ（89～93年）、26ペソから52ペソ（1996～2001年）と減価した（表9.2）。第二の要因は、労働力人口の3分の1以上を占める農業部門の低成長である。天候の影響を強く受ける農業部門は、1983～85年、1991～92年、そして1998年には、かなりの低成長を記録した。最初の2つの期間では、実際には、実質GDPのシェアは、その他の産業が収縮したのに対して、農業部門は減少していなかった。しかし、1998年の低成長は、主に干ばつを引き起こしたエルニーニョ現象によるものである（表9.1）。農業生産は1999年に実質GDPシェアが増加し、回復した。しかし他の産業の成長がより速くなったので、そのシェアは2000年と2001年第1～3四半期で低下した。第三の要因は、政治の混乱である。最初の経済の失速はマルコス政権の後期に始まり、1989年のクーデター未遂事件とアキノ政権の終結時に再び経済は失速した。第四の要因は、国際通貨基金（IMF）がフィリピンの債務危機とその余波への対処を手助けしようと、最初の停滞期前から同国の経済に深く関わるようになったことである。IMFが実行してきた計画はうまく機能せず、批判の的になった。しかし、このような批判は、真剣に捉えるにはあまりにも単純に思える。

1997年にアジア金融危機が起こるが、フィリピンにとっては、目新しい経済危機ではなかった。インドネシア、韓国、マレーシア、タイ等、1998年により深刻な打撃を受けた経済と比べて、フィリピン経済は緩やかな減速で済んだ。同様に、1999～2000年の経済回復は、韓国、マレーシア、タイほど顕著ではなかった。マレーシア、シンガポール、台湾、タイのような IT 関連の輸出により依存している国と比べると、2001年の景気停滞は穏やかであった。表9.1では、2001年に2.7％の成長率を見込んでいる。これは、表1.2でまとめた予測値の平均と同じであるが、第1～3四半期の実績値である3.1％より低い（Philippines, National Statistical Coordination Board, 2001ｃ）。表1.2での2002年の成長率は、平均値3％でかなり幅がある。2003年も、同様に低成長が続くだろう。

  この報告で最貧国に分類されるフィリピンでは、この20年の間に比較的低い経済成長と高い人口増加があった。このため、同国ではこの先、高度経済成長が求められる。同国では、他のアジア諸国が経験したような生活水準の向上が見られない。実際、一人あたり実質GDPは、1982～83年より2001年における水準の方が低い。単純に言って、現在より20年前の方が、生活レベルが高かったことになる。米ドル表示や国際ドル表示の一人あたり名目GDPは確かに増加しているが、わずかに過ぎない。しかし、乳児死亡者数と出生時平均余命では、若干改善が見られ、非識字率と中等教育就学率では、大幅な改善が見られた。つまり、一人あたりの所得で見ると生活水準の改善は見られないが、違うデータを使えば、進歩が読みとれる。

この20年間には、経済成長が遅いという事実と合わせて、経済構造の変化も他の東南アジア諸国のようには起こらなかった。農業に従事する就業者の割合は、1982～83年における51％から、2000年には37％に減少した（表9.1）。主にサービス業であるその他産業において、就業者の割合が増加している。製造業では、この20年間、9～11％の水準を維持している。生産面から見ると、名目GDPにおける農業のシェアは減少している。しかし実質GDPにおけるシェアの低下は、より緩やかである。名目値なら、製造業のシェアも幾分落ちたが、製造業での比較的高いインフレ率を考慮すると、実質値ではかなり安定している。たいていのその他産業は、名目、実質共に、比較的安定したシェアを維持している。

支出面から見ると、名目GDPでの民間消費支出の割合は1980年代初期から1990年代初期にかけて増加したが、その後低下した。しかし、実質ベースのシェアは、変化が見られない。これは、消費商品において、1990年代に比較的高い物価上昇が起きたことを暗示している（表9.1）。一般に民間消費デフレータは、GDP デフレータよりいっそうゆっくりと増加する消費者物価指数よりずっと高い物価上昇の傾向がある（表9.2）。政府支出と合わせると、全体の消費のシェアが1991年からフィリピンでは比較的大きかった。この消費割合の大きさは、好調な消費の成長が経済全体の成長にとって極めて重大であることを意味する。それと対照的に、総固定資本形成の対GDP比は、近年、フィリピンで比較的小さかった。1990年代では、4分の1かあるいはさらに少ない。金融危機の影響を受けた他の国々のように、フィリピン経済に対する投資家の信頼がなかなか回復しないことを反映して、そのシェアも縮小する傾向が続いた。しかし、例えばインドネシア、マレーシア、タイと比較してその減少は小さかった。

以前からフィリピンは、財政・金融政策に関して困難に直面していた。その困難さを示す指標として、同国が幾度か経験した高いインフレ率がある。例えば、GDPデフレータは1983～85年に14～53％、1990～91年には13～17％上昇している（表9.2）。もう一つの指標は、1984～85年と1990～91年に23％を超えた、高い貸出金利である。先の金融危機のため、1997年の6％から98年には10％までインフレ率が急上昇した。その後、1999～2000年には、7～8％まで戻った。表9.2で、2001年のインフレ率は、表1.2での予測平均値である、6.2％まで下がると想定している。インフレ率は2002年には少し上昇すると予測される。インフレ率の下落に合わせて、貸出金利は1997～98年の16％以上から、1999～2001年には11～13％まで下落した。金融政策の困難さを示す別の指標として、先に示した通貨ペソの減価傾向がある。ペソは、アジア金融危機直後には下落したが、1998～99年には安定していた。しかし、エストラダ前大統領の収賄事件で政局が不安定になった2000年後半には、対米ドル・レートが50ペソ近くまで下落した。そして、前大統領追放の直後に回復したにもかかわらず、2001年の平均ではこのレベルを下回ったままである。 

  金融政策での困難は、財政政策における困難と密接な関係がある。例えば、政府の財政収支赤字はかなり大きい。1982年、86年、88年、それに90年には、GDPの3％を超える規模の財政収支赤字があった（表9.2）。この膨大な赤字が生じた後、インフレ率が上昇した。それは、その赤字の対策として中央銀行がマネーサプライを増やしたためである。1990年代半ばでは、わずかの財政黒字になっていたが、97年以降は、再び巨額な赤字に陥り、2000年には、GDPの4％を超えた。　2001年には、GDPの5％以上の水準に留まるだろう。2001年1～10月期では、財政収支赤字は1,330億ペソに達している（Philippines, Central Bank of the Philippines, 2001a）。アジア金融危機による景気停滞がその原因の一つである。景気低迷によって、財政収入の成長が減速し、財政刺激策の必要性も生まれた。もう一つの要因は、エストラダ大統領政権（1998年7月～2001年1月）が財政支出の拡大を推し進めたことである。

  国際収支においても、フィリピンは大きな問題を抱えていた。1982～83年と90年には、経常収支赤字がGDPの6％を超える規模になった（表9.2）。それに合わせて、外貨準備も、1982～85年と90年に、輸入額の1ヵ月分にも満たない水準まで減少した。対外債務は、1983～88年と98年にGDPの70％を超える非常に高いレベルにまで達した。経常収支は、アジア金融危機直前の1996～97年を含むその他の時期でも、GDPの5％に相当する規模の赤字があった。これは、1997年半ばのアジア金融危機直後、ペソに売り圧力がかかった原因でもある。1998年以来、主に財貨輸入が減少したため、経常収支は著しく改善され、1999～2000年には、GDPの10％を超える経常収支黒字が記録された。しかし、2001年では財貨輸出が大きく減少したため、2001年の経常収支黒字は著しく縮小するであろう。第1～3四半期のデータに基づいて、表9.2では、2001年の経常収支黒字はGDPの約4％になると予測している。これは、表1.2での予測値の平均より少し低い値である。また、同国では常にサービス収支、最近では、所得収支でも黒字を計上している。海外出稼ぎフィリピン人の多額な送金は、1997年まで所得の受取増加に大きく貢献していた。しかし多くのフィリピン人出稼ぎ労働者が、近年の景気悪化の影響を受けたアジア諸国で働いているため、1998年に所得の受取は減少し、2001年も低い水準のままである。

投資収支に目を向けると、1997年まであらゆる項目において資本流入の増加が見られる（表9.2）。対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの貸付・借入）は、1994～96年に特に高い水準に達した。これらの資本流入の増加は、1996年と97年に短期債務と長期の民間負債を急速に増加させた。金融危機の後、これらの資金の流れは逆流し、1998年に対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの貸付・借入）は、外国の投資家と銀行が資金を引き揚げたため、マイナスになった。1999年には対内証券投資が危機以前の水準まで回復しているが、2000年にはより低い水準に戻った。2000年での対内証券投資の累積額は、未だ外貨準備高より大きい。これは、もし外国投資家の間でより信頼が低下すれば、フィリピンは大量の資金流出による厳しい影響を受けることを意味している。対内直接投資は、1998年に最高額に達したが、99年には急激に減少し、2000年には、ピーク時のレベル近くまで回復した。2001年1～8月期では、対内直接投資は2000年同期と比較して42％も減少し、証券投資は55％も減少している（Philippines, Central Bank of the Philippines, 2001a）。

フィリピンは、アジア金融危機後でも輸出を伸ばすことができた、稀な例である。輸出は1997年の250億米ドルから2000年には380億米ドルに増加した（表9.3）。輸出構造も大きく変化している。その構造変化は、先に指摘した生産と雇用の構造における乏しい変化と著しく対照的である。農産物の輸出額の対輸出総額比は、1980年代初めの30％以上から、96年には10％以下、1999～2001年では5％以下まで縮小している。同じように、原材料の輸出もまた、1982年の17％から1997～2001年の1～2％程まで大きく減少している。これからも、同国が第1次産品輸出への依存体質から抜け出したことがわかる。他方、機械製品の輸出は、1991年の28％から96年には57％、99年には78％まで急激にシェアを拡大した。しかしながら、そのシェアは、2000年に76％、2001年第1～3四半期では71％と減少している。この章の始めに述べたように、主にIT 関連製品の部品でもある、その他電気機器は、最も大きなシェアを持つ品目であり、近年では輸出総額の過半数を占めている。ところで、United Nations Statistics Division （2001）の推定に基づく表9.3のデータが、1982～90年と1992～95年において、機械製品およびその他製品の輸出シェアを過小評価していることに注意する必要がある。これは輸出の相当部分（26～39％）を特殊取扱品・再輸出として扱っているためである。同国が報告している別の品目分類（例えば、Philippines, National Statistics Office, 2001）によると、実際には大部分が機械製品とその他製品で占められ、再輸出はほんの少しである（1987～98年には、輸出総額の1～3％のみ）。これは表9.3の1991年と1996～2000年におけるデータとほぼ一致している。

特殊取扱品のシェアは輸入でも1982～90年と92～95年で大きくなり、この時期における輸入構造の変化を読み取ることは難しい。機械製品の輸入におけるシェアの急激な上昇は、1991年の35％から、1996～2000年に51％以上までになり、1998年には57％と最も際立った水準に達した。輸入の比較的大きな部分が、一般機械に集中している投資財から成り立つ。そしてこのシェアは、総固定資本形成での減少を反映して、金融危機の後に著しく低下した。 しかし、その他電気機器の輸入は、1999年の輸入総額の33％を占めるほど大きなシェアを持つ。この品目には、組み立てのために輸入され最終商品として輸出される多くの部品を含んでいる。同様に部品の需要が増大するに伴い、事務用・電算機器のシェアも急速に拡大したのだろう。しかし、これら2つのシェアとも、 1999年（事務用・電算機器）あるいは2000年（その他電気機器）で減少し始めた。これは、IT 関連の生産における減産が比較的フィリピンで早く始まったことを示している。

過去20年間、米国はフィリピンにとって最大の輸出市場であった。その輸出総額に占める割合は、1982年に32％、1983～95年に36～39％、1996～98年に34～35％、1999～2000年には30％である（表9.4）。しかし、米国の景気後退を反映して、2001年1～8月期には28％まで低下した。日本も、幾分減少したとはいえ、1983年以来13～20％のシェアを占める、重要な輸出相手である。欧州工業国も15～20％のシェアを有し、重要な地域である。台湾とシンガポールのシェアが近年上昇し、1999～2000年にそれぞれ7～8％に達した。香港とマレーシアのシェアも近年4～5％に増えている。しかし、おそらく、これらアジア諸国との IT 関連製品の貿易が減少したことを反映して、2001年1～8月期には、特に台湾とシンガポールにおいて、輸出額のシェアは大きく低下した。日本、米国、欧州工業国は、主要な輸出市場であることに加えて、商品の主要な輸入元でもあった。日本と米国のシェアは15～25％の範囲で変動し、欧州工業国のシェアは9～13％と若干少なめの傾向があった。また、香港、韓国、台湾とシンガポールのシェアは近年著しく上昇し、1999～2000年に4～9％に達した。しかし、これらのシェアも2001年1～8月期に著しく低下した。

数年にわたって直面した深刻な経済問題もあって、フィリピンは1982～99年の間に246億米ドルにもなる比較的大きな公的資金流入（純額）を受けた（表9.4）。この流入額は、最近長期にわたって変動し、1995～96年の10億米ドル以下に減少する以前では、1990年と1992～93年に年間20億米ドル以上でピークに達した。1997年には再び回復して、金融危機に伴う援助国からの資金供与増によって、1998年にはさらに12億米ドルまで増加した。1982～99年に最も多額の公的資金援助をもたらしたのは、日本（49％）、多国間援助（21％）、米国（13％）と欧州（12％）であった。1982～90年と91～99年の間に、日本のシェアは37％から58％に上昇した。欧州のシェアも上昇した（11％から13％）が、多国間援助（28％から16％）と米国（21％から7％）のシェアは低下した。海外からの銀行借入残高は、同国では比較的小さく、1997年の200億米ドルをピークに2000年には160億米ドルまで減少した。欧州の銀行から最も多く借り入れており、そのシェアは、近年全体の2分の1を超えるほどに上昇している。過去には、米国の銀行からの借入残高が、1994～95年には3分の1を超えており、フィリピンはアジアで最も米国銀行からの借り入れに依存した国であったが、1997年までにこのシェアは半分に低下した。

1995～2000年には、日本はフィリピンに対して経常収支が黒字になっている（表9.5）。これは、貿易収支の黒字によるものである。サービス収支は通常、赤字である。所得収支では、主に証券投資収益やその他の投資収益のため、黒字が続いている。日本で働くフィリピン人労働者の仕送りは、他の取引と比べ小さい。投資収支では、日本からの直接投資がかなり大きく、フィリピンは日本企業の投資が未だに弱まらない数少ないアジア諸国の中の一つである。日本からの証券投資は1996年と2000年には大きかったが、その他の年では少ない。その他投資（主に貸付・借入）は、1998年に一時的に減少したが、99年にはかなり回復した。興味深いことに、1995～97年に、証券投資の負債項目、特に債券の負債において日本からフィリピンへの多額の資金流入が見られる。これはフィリピンの居住者が日本での証券投資を本国へ引き揚げていたことを示す。 

日本からフィリピンへの輸出は、主に機械製品に集中している（表9.5）。そのシェアは1995～2000年には69～75％にもなる。この品目の中でも、事務用・電算機器と通信・その他電気機器の輸出が1995～2000年に急速に成長した。最近では、フィリピンから日本への輸入でも、機械製品が多くなった。1995年では、機械製品は38％ほどしかなかったが、1997～2000年では、輸入総額に対する割合は60～68％になっている。一方、1995年では、23％のシェアを有した農作物の輸入は、2000年には、10％に低下した。
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